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〇令和 7年度決算状況について、以下を問う。
地方交付税の増加要因と今後の傾向は。
総務部長 市税収入や国の財政措置で変動し、一定
の傾向ではない。
前年度比較約 2億円減少しているが、要因は。
収入額の増加が主な要因。
市税等収入の安定性とリスクは。
固定資産税や個人市民税は比較的安定。法人市民税
は企業業績に左右される。

市税以外の自主財源の確保と今後の取組は。
未利用地貸付け、企業版ふるさと納税、ネーミング
ライツ等を活用し、今後も収入確保を目指す。
基金繰入額の設定と評価は。
交付税・繰越金の増額や歳出縮
減等で財調基金の取崩しは不要
に。当初予算における基金繰入
額の設定は適切と判断。

市債発行額の評価と今後の活用方針は。
総務部長 事業費減や翌年度への繰越しで発行額が
減少。有利な市債を活用し、基金残高を確保する方
針。
経常収支比率を押上げる要因と対策は。
人件費、補助費や物価高による委託料等が上昇要因。
公共施設・事務事業の整理合理化を進める。
扶助費の増加による一般財源の負担推移と予算構成
の考え方は。
一般財源負担は例年約 3分の 1。適正な予算査定や事
業見直しを行うが、扶助費を抑制するものではない。

公共施設再配置計画等の進捗と実行可能性に問題は
ないか。
第 1期計画は概ね計画どおり。長寿命化・負担平準
化と有利な市債活用で着実に進める。
市債による将来負担から見た中期財政計画をどう捉
えるか。
一定条件による推計であり将来負担比率 140%超
が確定するものではない。毎年度見直し、持続可能
な財政運営を行う。
財政調整基金の標準財政規模10％に対する考え方は。
災害等に備えて最低限確保すべき金額と捉えている。

令和 7年度決算に見る市財政は
市税等は比較的安定

将来を見据えた財政運営を
財政負担を招かないよう進める

平居 ゆかり 議員
やとみ志政会

▲当初予算のあらまし

▲一般会計を家計に当てはめると…（市ホームページより）

民生費

42.0％

教育費

14.6％

総務費

11.7％

土木費

10.0％

衛生費

6.1％

公債費

5.7％

消防費 4.3％

農林水産業費

3.4％
その他 2.2％

一般会計

歳 出

※ 金額は、それぞれの予算額（カッコ内の額）を令和８年１月１日住民基本台帳人口の43,420人で割ったものです。

固定資産税 135,030円
(58億6,301万8千円)

市民税 76,354円
(33億1,530万円)

市たばこ税 7,577円
(3億2,900万円)

軽自動車税 2,754円
(1億1,960万円)

入湯税 25円
(110万円)

合　計 221,740円
(96億2,801万8千円)

土地や家屋、償却資産(事
業用資産)にかかる税

個人の所得や法人の収益
に対してかかる税

たばこの消費に対してか
かる税

軽自動車、自動二輪車な
どに対してかかる税

温泉に入るときにかかる
税

民生費 202,106円
(87億7,546万1千円)

教育費 70,241円
(30億4,986万6千円)

総務費 56,085円
(24億3,519万5千円)

土木費 47,948円
(20億8,188万8千円)

衛生費 29,499円
(12億8,082万7千円)

公債費 27,643円
(12億25万5千円)

消防費 20,837円
(9億475万円)

農林水産業費 16,486円
(7億1,583万3千円)

その他 10,500円
(4億5,592万5千円)

合　計 481,345円
(209億円)

市民１人あたりが負担する税額

歳入

市民１人あたりに使われる金額

歳出

一般会計 歳出内訳

区　　分 予　算　額 説　　明

民生費 87億7,546万1千円 6.6% ↗
(⑦82億3,538万円)

教育費 30億4,986万6千円 30.6% ↗
(⑦23億3,442万4千円)

総務費 24億3,519万5千円 8.0% ↗
(⑦22億5,429万5千円)

土木費 20億8,188万8千円 42.7% ↗
(⑦14億5,883万5千円)

衛生費 12億8,082万7千円 2.4% ↗
(⑦12億5,030万円)

公債費 12億25万5千円 3.2% ↗
(⑦11億6,302万4千円)

消防費 9億475万円 0.9% ↗
(⑦8億9,636万4千円)

農林水産業費 7億1,583万3千円 8.1% ↘
(⑦7億7,919万1千円)

その他 4億5,592万5千円 11.7% ↗
(⑦4億818万7千円)

合　　計 209億円 11.3% ↗
(⑦187億8,000万円)

増 減

社会福祉や生活扶助などに

教育や文化、スポーツの振興などに

市のさまざまな総合運営などに

道路の整備・管理などに

ごみの処理、保健衛生などに

市の借金返済に

消防、災害対策などに

農業振興、土地改良事業などに

議会運営、商工観光などに

市民１人あたりの歳入・歳出の額

年間の収入総額を500万円として計算

歳入 歳出

給料などの基本的な
収入

228800万万33千千円円
市税、地方譲与税、交付金
など

117億1,621万9千円 ( 56.1%)

親などからの援助 112299万万55千千円円 地方交付税、国・県支出金 54億1,526万1千円 ( 25.9%)

パート・家賃収入など 1188万万66千千円円
分担金及び負担金、使用料
及び手数料、諸収入など

7億7,773万8千円 (  3.7%)

預金の引き出し 2255万万99千千円円 繰入金 10億8,378万2千円 (  5.2%)

前年の残金 1122万万円円 繰越金 5億円 (  2.4%)

金融機関からの借り
入れ

3333万万77千千円円 市債 14億700万円 (  6.7%)

合　　計 550000万万円円 合　　計 209億円 (100.0%)

家　　計 市　の　予　算

食費・日用品などの生活費 118800万万88千千円円 人件費、物件費 75億5,841万1千円 ( 36.2%)

医療費・教育費など 110088万万円円 扶助費 45億1,269万6千円 ( 21.6%)

ローンの返済 2288万万77千千円円 公債費 12億25万5千円 (  5.7%)

家屋や家電品などの修理 33万万88千千円円 維持補修費 1億5,938万6千円 (  0.8%)

子どもへの仕送りなど 110055万万33千千円円
補助費等、貸付
金、繰出金など

44億219万6千円 ( 21.1%)

家屋の増改築・車の購入など 6688万万88千千円円 投資的経費 28億7,634万9千円 ( 13.7%)

貯金 44万万66千千円円 積立金など 1億9,070万7千円 (  0.9%)

合　　計 550000万万円円 合　　計 209億円 (100.0%)

家　　計 市　の　予　算

一般会計を家計に当てはめると…
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